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「新たな融資制度案」の経緯
• 2024年 電力システム改革の検証
• 2024年秋 原子力小委員会にて、原発新設に向けた支援措置の必要性について議論

RABモデルなどが例示される
• 2025年2月 第7次エネルギー基本計画

原発新規建設に向けてファイナンス支援の必要性を明記

• 2025年5月〜 電力システム改革の検証を踏まえた制度設計議論スタート「次世代電
力・ガス事業基盤構築小委員会」

• 2025年11月 基盤構築小委の下のWGで具体的融資制度案提示
• 2025年12月 WGとりまとめ（案）、小委員会中間整理（案）がパブコメにかかる
• 2026年1月 パブコメ終了前の省庁間協議開始が発覚
• 2026年2月以降 通常国会に提出の見通し



2025年12月25日パブコメ資料「電力システム改革の検証を踏まえた制度設計WGとりまとめ（案）」より

大規模電源の維持
大規模「脱炭素」
電源の維持や新設
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既存の
容量市場や⻑期脱炭素
電源オークションは、
契約金の受け取りは
発電開始後から。
建設中の資金手当てが
必要とされた。
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オンライン署名
原発新設で電気代が上がる?!
国⺠負担の新融資制度案に反対します
原発の新規建設費用はすでに数兆円。
さらに上昇の可能性もあります。

新しい原発優遇の融資制度案は、原発新設を
国の借金や消費者の電気代で支えるものです。
発電事業者や投資家が負うべきコストやリス
クを消費者に広く負わせるものであり、許さ
れません。

私たちは導入に強く反対します。 Change.orgにて「原発新設」で検索



電力システム改革とエネルギー政策
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